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1環境保全活動の推進

(1)環境保全

ア　概　　　要

今E]の環境間題は、水質汚濁、騒音、大気汚染等といった身近な生活環境の問題から、地球温暖化にともなう兜

常気象現象の多発をはじめ、酸性雨、オゾン層の破壊、森林減少、砂漠化などの地球規模の問題に至るまで、複雑

多様化してきているのが現状である。

このような環境問題は、今日の経済的、社会的な背景における人々の営みが主たる原因となって引き起こされて

いることを考えると、市民　一人ひとりが自分自身の問題として捉え、環境を意識し,配慮した行動をとることが不

L一丁欠である。

本市では、美しく豊かなこのふるさとの環境を守り育て、これを次の酎七に引き継いでいくために、行政と市民、

事業者が・一体となり、それぞれの立場に立った更なる環境保全への取り組みを推進するために、平成7年9月に「環

isrc二と恥I-ll-<"'.:言」 *蝣?)蝣-い、その中で. Illv-　＼ひ上II/;i*wtf」間組への1.ifT:上i-mをL十ri:し、 iri<)>することを謡って

いる。

イ　環境基本条例の制定

昭和6 3年に、議会による全会一致の賛成のもと、総合的な環境行政の基本となる「熊本市環境基本条例」を全

回に先駆け制定した。現在、地下水・録、都市景観保全などの実践条例を制定し基本条例の埋念の達成に取り組ん

でいる。

り　環境総合計画の策定

環境基本条例に規定する「市民生活における良好な環境の確保を図る」ため、平成1 3年3月に本市の環境行政

のマスタープランとして「蘭2次熊本市環境総合計画」を策定した。本計画は、都市を環境面から幅広く総合的に

捉え、 2 1世紀のふるさとの望ましい環境づくりの指針となるものである。

長期目標

・自然と共生する風格ある「森の郡」をつくる

・環境負荷の少ない循環型社会をつくる

・地球市民を育てすべての者の参加と協働を実現する

目標達成のための基本方針

・環境問題に対して自覚と責任を持ち実践する人を育てる

・環境保全型の社会経済へ転換していく仕組みづくりを進める

・様々な主体が協力し、ともに切碇琢磨する「協働」の取り組みを進める

エ　環境保全行政の推進

環境総合計画に基づき、良好な環境の維持形成を酎旨して、具体的な施策や事業に取り組んでいるo

①　市民啓発事業

廃棄物や河川・地下水等の身近な環境問題や、地球温暖化など地球規模の環境問題をテーマとする環境フェア

を開催し、市民に対する啓発活動を行っている,また、ふれあい出前講座や公民館講座での環境学習会、ごみ処
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埋施設へのバスツアーや、親-T一環境探検隊などを実施しているO

②　事業者の環境配慮促進

I SO1 400 1の規格要求事項を、企業が取り組みやすいように、緩やかに運用するr事業所グリーン宣言」

を策定し、宣言してL'拝某所をホーームペ---ジに掲戦するなど、企業の,W続的な環境負荷提言の取組みを推し進めて

いる。

③　行政の率先活動

市自らが行う事務・事業について率先して環境保全に取り組み、環境負荷の低減を図ることを目的として、市

の全組織を対象範囲として平成1 3年1 2月に策定した「熊本市役所グリーン計軒」の推進を図ると共に、平皮

14年10月には、本庁等を対象範囲として、環境管埋システム「l S()14001」の認証を取得、現在、そ

の規格に適合した環境マネジメントシステムを運用している。

④　地球環境問題への対応

地球環境問題の中でも、最も重要かつE]常生活に密着した問題である地球温暖化の防11二に向け、地方からの対

応を進めるため、平成7年度に「地球温暖化防止地域推進計画」を策定し、 「市民CO,2 0%ダイエットクラブ」

「事業所グリーン宣言」など市民、事業者の自-1三的な行動の推進を図っている。

また、平成1 5年度末には、熊本市の地域特性に応じた環境負荷の少ない新エネルギーの普及・促進をrxlるこ

とを目的として、 「熊本市地域新エネルギービジョン」を策定している。

⑤　パートナーシップによる環境保全活動の推進

「第2次熊本市環境総合計画」の推進主体として、平成1 4年度にTfi・市民・事業者・環境保全に取り組む市

民団体等から構成される「エコパートナー-くまもと」が設立されたO

「エコパートナーくまもと」では、 r環境保全都市」の実現に向け、身近な廃棄物問題や地下水問題から地球

温暖化に象徴される地球規模の環境問題まで,それぞれのテーマに応じてワーキンググループ(作業部会)を形

成し,行政・市民及び事業者が協働で環境保全活動の推進に取り組んでいる0

オ　審　議　会

環境審議会(平成元年1月発足)

目　　的　　市長の諮問に応じ、良好な環境の確保に関する基本的事項を調奄審議する。

委　　員　　20人(任期2年)

開催回数　　全体会2同　部会3回(平成1 5年度)

力　環境紛争の処理

環境紛争調整委員会(昭和63年1 0月発足)

目　　的　　環境基本条例に薬づき、良好な環境の確イ射こ関する紛争の処理についてあっせん又は調停に

あたるD

委　　員　　6人(任期2年)

開催回数　　2回(平成1 5年度)

キ　公害苦情処理件数

平成1 5年度の甘肝要付件数は豪のとおりであり、　ミ数1 8 1件と前年度より7件増加したifttiSを柿類
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別に見ると、水質汚濁が40%と最も多く、次いで大気汚染27%、騒音19%、悪臭1 0%、振動3%となって

いる。最近5力年間の推移を見ると、ダイオキシン類が社会問題となった平成1 0年度・ n'p成1 1年度に急増した

大気汚染関係の苦情件数が減少してきた-一方、油流出事故が多発し、水質汚濁に関する苦情が増加している.

ク　公害防止事前指導

公害や環境に係る苦情を未然に防止するため、 l二場や店舗・飲食店等の事業場については、建築確認申請の際、

その工場等に係る建築工事の内容や付祥設備等を記載させた書類と図面を提出させ、事前指導を行っているo

平成1 5年度の事前指導ft一数　445件

(2)大気保全

ア　概　　　要

熊本市は、さわやかな空気や澄みきった青い空に恵まれた、住みよいまちである。

しかし、最近は、自動車の排ガス中のS PM (浮遊粒子状物質)やベンゼン等の有害な化学物質による大気汚染

が新たな問題として顕在化しつつある。

このような中、本市では、市内に7カ所に自動測定局を設置して大気の汚染状況を常時監視するとともに、二一二場

や事業場からのばい煙を監視するため、立入調査等を実施している0

イ　大気汚染の状況

①　環境基準の達成状況

本市の大気環境は概ね良好な状況であるが、浮遊粒子状物質と光化学オキシダントが環境基準を達成していな

い。
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jfi ii 'Si

(ア)浮遊粒子状物質については、主に自動車から発生しているため、自動車交通公害防止対策を推進する。

(イ)光化学オキシダントについては、自然界からのオゾンが3-:要関であり、これまで注意報の発令基準である

0. 1 2 p pmまでには至っていないので、その推移を監視する。

り　工場、事業場の監視・指導状況

本市のばい煙発生施設を設置している~【二場・事業場は、平成1 5年度末で6 6 6件あり、その約8割が冷暖房用

のポイラ-である。平成1 2年1月の「ダイオキシン類対策特別措置法」の施行に伴い、法の適用を受ける廃棄物

焼却炉の設lォ事業場に対して、排tl接を準の遵守とダイオキシン類のE圭miJJ定の指導を行っているO
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エ　自動車交通公害防止対策

熊本都市圏(1 6市町村)における自動車交通に起関する大気汚染と騒吉を防止し、住民の健康で良好な生活

環境の維持・形成を図るとともに、地球温暖化の防1上等に寄与することを目的として、平成1 O年1月、熊本県と

熊本市が共同で「熊本都市離…l動垂交通クリ-ーン推進計画」を策定した.さらに、平成1 0年4月に本計酢こ基づ

き、 「熊本都市圏自動車クリーン対策推進会議」を設置して、住民・事業者・行政がそれぞれの役割に応じた取り

組みを進めている。

J＼現;'蝣上

自動帝交通に伴う大気汚染の状況は、窒素酸化物の濃度が「熊本都市酎i動申交通クリーン推進計画」にお

ける環境保全目標値の0.04ppm (平成17年度)を超過している。また、自動車交通騒音は、平成1 5

年度の達成状況(面評価)は、 77.9%であった。

(診　対　策

発生源対策や交通益低減化対策として、アイドリング・ストップ運動や公共交通機関の利用促進(ノーマイ

カーデ-) 、自転車利用促進等の事業を推し進めている。

オ　有害大気汚染物質監視

①　ダイオキシン類の監視と啓発

平成1 5年度は、都|J[)::,心弧固定発生源周辺、主要道路沿線等の1 3地点について、夏季と冬季の2回、

大気中のダイオキシン類の測定を行った。 、勘戊1 5年度は、仝測定地点で環境基準を達成していたOまた、市

民や事業者に対しては、啓発用のパンフレットを配布し、ダイオキシン類についての正しい瑚?蝣を深め、発生

防止・削減に努めている。

②　有宮大気汚染物質の監視

大気環境基準が設定されているベンゼン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、ジクロロメタンの

4物質の他、有害大気汚染物質として指定されている1 2物質、計1 6物質について、 -磯環境(1地点)と

沿道(2地点)の3地点で毎月Hr欄J定し、監視している。

ここ数年ベンゼンが沿道地点で基準を超過していることから、平成1 5年度は測定地点を増やし監視を強化

している。
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2　緑の保全と緑化の推進

(1)概　　　要

健康で快適な生活環境づくりを目的とした緑化運動「森の都作戦」は、市議会における「森の都宣言」 (昭和47年

1 ()月2E])以来、すでに32年目を迎え、市民の関心と理解を得て、着々とその成果をあげているところであるO

さらに:1和文元年6月1日制定した「熊本市緑地の保全及び線化の推進に関する条例」 、平成5年3月に策定した　r熊

本市緑化推進基本計画」 、平成1 3年3月に策定した第5次熊本市総合計画に薬づき、 2 1世紀における録につつまれ

た潤いのある郷土の姿を描きながら精力的に線化を進め、緑と水に輝く森の部の内規をめざしている。

(2)緑保全と緑化推進に関する事業体系図
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( 3 )事業実施1岩見　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(平成15年度)
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花塊及びフラワ-ポットの設置、 Mt植栽管理

「みどりのFl」を記念して植樹の集いを実施

(会場　笛(壬I中火公園)

滞民運動による地域環境緑化活動の促進、街路樹愛讃会の育成

一緑の井金運軌の促進、緑化コンクールの実施ほか

「ふれあいの森林」の施設管理、ファミリーーデイキャンプ

花iVifWti (I'l治会*S)数
*Hl戎EBi!

70人参加

紬化iliKH!動　　　　1 6力ffl

泉臭化コンクI-ル応&数　　42(1

森林蝣?,'i地神)Ju者　　3, 319人

3　水環境の保全

(1)概　　　要

本市は、古来水の都ともよばれるほど清例で豊富な地下水に恵まれ今日も上水道をはじめ、 j二業用水、都市活

動用水、良業用水等種々の用途に地下水を利用している。

この貴重な地下水を後世まで守り伝えていくために、市議会ではr地ド水保全都市宣言」が決議(昭和5 1年3

月)され、さらに「熊本市地ド水保全条例」を制定(昭和52年9月)し、地下水保全対策を強化してきたところ

である。しかしながら、近年都市化の進f離'&業情勢の変化により地ド水収支が赤字化してきており、水収支改拝

を図る新たな地卜水保全対策を実施するため、数値El標を掲げ、 5カ年の実行計画として平成1 6年3月に「熊本

市地下水m某全プラン」を作成した。
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一方、熊本地域においては、県及び本「机15)辺1 5市町村との連携による広域的地下水保全対策に取り組み、

良好な地下水の安定的確保をトは旨している。

また、本「机ま熊本平野を丹流するfijll、緑川の二1三要河川、及び坪井川、井芹川などの中小河川や江津湖、

八烹水谷など水辺環境に恵まれた都市であり、この水辺環境を保全創造していくため、流域住民、 'gv業者及

び行政が・-一体となった取り組みを行っているo

(2)水量の保全

ア　水資源有効活用促進

(》　啓発活動の推進

広報肝子、啓発用ビデオ、市政だより、市政広報番組の活用はもとより、 「節水キャンペーン」等の行事を

通じて広く市民に水保全意識の啓発を行っている。

②　工業用水と都市活動用水の合埋化指導

熊本市域全体の地下水採取量の3割を占めるj二業用水と都市活動用水の合埋化指導を実施した。工業用水に

ついては、昭和6 3年度から・、Y-h文9年度まで6 5事業所を対象に、都市活動用水については、平成7年度から

i和文1 2年度まで4 0事業所を対象に、水の循環利用や節水型機械の導入等、水利用の合理化指導を行った。

また、地下水使用の合理化に向けて手引雷「者相子活動用水の使用合1!化」を作成したO

イ　水量監視

(D　地下水位の観測

地下水の状況や変化を的確に判断するため、哩細J6 1年度から観測井を設置し、現tt'Z Oカ所3 3本の井戸

で地下水位を常時監視している。また、地ド水の状況を埋解してもらうため、平成6年に市庁舎前に「地下水

情報板」を設LL賢し、当Ejの地下水位と過去の水位との比較を表示し、広くiff民への周知に努めている。

(3　年間地下水採取量の集計

地下水保全条例に基づき、 L好捕II 5 3年度から地下水の年間採取王講を調査し、地下水の利用状況を把握してい

る。また、平成8年度から年間採取最上.位5 0者を節水合埋化の状況と併せて公表している。
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ウ　かん董域保全

水源かん養林整備

森林の持つ水源かん養機能(水資源貯留・水量調節・水質浄化・洪水緩和等)を高度に発揮させるため、最

下流に位置し、森林の恩恵をlll妄大隈に享受している本市のJ.J.務として白川、緑川等のL流域である水源地域に

おいて地ド水保全及び流域保全を田内とした森林づくりを昭和2 8年度から実施している。

本市では、今後の造林、管埋についても水源かん並を目的とした森林樹脂がjr之優先課題であり、より効果が

発揮できる地域において、持続性を持ったかん養効果の高い森林づくりを行う必要があることから、現在所有

している森林及び今後の新たな森林整備について基本的な考えをまとめた「熊本rtr水源かん養林整備方針」を

平成1 6年2月に策定した。この方針の中で、熊本市外に所在し地下水かん養区域に属している森林及び白川、

緑川の流二位確保に寄与している森林についてはすべて「水源かん養林」として位If即日ナ、今後も水源かん養機

能を高度に発揮させるため鼠点的に整備していくこととした。

平成ユ5年度未の「水源かん養林」の管埋面積は、約568haであり、菊池郡、阿蘇郡、上・下益城郡な

どで広域的に取り組んでいる。

水源かん養林所在地及び樹種別面積

○所在地別

平成16年4月　B現在

所 在 地
面 相

(h a)

所 有 形 態 別 内 訳 (h a) 流 域 別 内 証～ h a

民 分 収 林 国 分 収 林 自 川 流 域 録 川 流 域 菊 池 川 流 域

鹿 本 郡 植 木 町 1. 5 1 1.5 1 1. 5

菊 池 那 大 津 町 275 . 50 2 75 ー5 0 27 5 .50

下 益 城 郡 砥 用 町 19.0 4 19 .0 4 19 .04

上 益 城 郡 矢 部 町 60 . 62 22 一9 7 37 .6 5 6 0 .62

御 船 町 2 1. 96 2 1一9 6 2 1.96

阿 蘇 郡 所 原 村 140 . 45 13 1. 29 9 ー川 7 0. 99 6 9 .46

白 水 村 4 1. 20 4 1. 20

久 木 野 村 6. 94 6. 94

合 計 56 7. 22 4 70 . 96 96 . 26 19 . 13 17 1.1 2 7 7.0 1

構 成 比 〔所 有 形 態 . 流 域 別 〕

(% )
8 3 .0 7 .0 2 1.0 30 .2 4S .S

○樹種別

分 類 樹 種

針 葉 樹 ヒノキ、スギ 、クロマ ツ、イチ

落葉広 蝣K B ケヤキ、ヤマザ クラ、ヤマ モ ミ

常緑広 '」樹 イチイ ガシ、 シラ力シ、タブノ

そ の 他 無立木地

面 積 (ha ) 構 成 比 (% )

35 7. 26 6 3 .0

20 6. 27 3 6 .3

0 . 6

0 . 1

ジ、コナラ他

キ 3 . 2 8

0 . 4 1

225



エ　人工かん義促進

①　白川中流域の水田活用による大_j二かん薬の促進

農地や森林等の自然的なかん養機能に頼るだけでなく、浸透性の高い地質特性を活かした人工かん菱の事業

化に向け、白川中流域の水間で平成7年度、 8年度、 i 0年度に県市jh|rv]で、冬期に水張り試験を実施し、そ

の高い効果が判明した。そこで、平成日年度・ 1 2年度に、?T政及び学識経験者等による水EH利用検討委員

会を組織し、地下水かん養のための*IBの湛水による活用策について短期と長期の提言を受けたO

平成1 3年度から1 5年度までに維持管埋ヒの課題を調査するため水間かん養モデル事業を延べ2 5 h aで

実施し、宮脇と地下水かん菱の両立が可能と判断したため、熊本県が設i;ftしたl`白川中流域水圧]活用連絡協議

会」において事業化の合意形成をすすめ、平成1 6年1月た大津町、菊陽町、水循環型営戯推進協議会と「白

川中流域における水Hi?甚水推進に関する協定」を締結した。

②　雨水浸透施設設置助成等

市の施設における雨水貯留施設整備によるトイレ用水等への雨水利用拡大と、不用浄化槽雨水貯留施設やビ

ニールハウス雨水浸透施設に対する補助制度を設け、雨水の有効活用と水循環の推進を図っている.

(3)水質の保全

ア　水質監視

①　地下水質監視

水質汚濁帆L法に基づく水質測定計両により、地下水の環境基準適合状況を調査している。この調査は、市

域の地下水質の概況を全般的に調査する概況調査、同- -・の井戸の水質を長期的に追跡する定期モニタリング調

査、及び概況調査で汚染が新たに認められた井戸の周辺を調査する汚染井戸周辺地区調査で構成しているO

地下水の環境基準値を超過した井戸は次のとおりである。

(-平成15年度)

有 機塩 素化 合 物
一
一 ベ ンゼ ン
-

I
硝酸 性 要 素 批 索 フ ッ 素 ; ほ う 素

l

2 1井戸 】 2井 戸
-

2 4井戸

-

10井 戸 2 5井戸 1# 戸

(診　公共用水域水質監視

水質汚濁防止法に基づく水質測定計画により、市域の公共用水域(河川、海域)の環境基準適合状況を匡=二

交通省と分担して調査している。河川では2 6地点、海域では4地点で調査を実施している。

環境基準には、人の健康の保護に関する項目と生活環境の保全に関する項目がある。

健康項目は、主要地点で年に数回、調査を実施している。平成1 5年度は、フッ素が環境基準を超過してい

たが、原因は阿蘇火山の影響であると推定された。

生活環境項目は、水域ごとに、河川は6類型、海域は・般項榊こ関する基準3類型と全'*.索、全燐に関する

基準4類型が設定されており、環境基準点で環境基準適合状況を評価している言可川、海域ともに水質に大き

な変化は見受けられないが、全体的に改壬酎頃向にある。

河川の環境基準点における生活環境項目の測定結果は次のとおりである。
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(往) t削立はmg/L、 BODは75%伯、その他は平均(iff、 ※は11ア交通省の測定地.L烹

(診　化学物質汚染調査

ダイオキシン類対策牛鍋り措置法に基づき、平成1 2年度から水質と土壌の環境基準適合状況を調査している。

その結果、環境基準を超過している地点はなかった。また、底質は平成1 4年7月に環境基準が設定されたが、

環境基準を超適している地点はなかった。

イ　水質浄化対策

(D　地下水浄化対策

有機塩素化合物による汚染地区1 2カ所のうち4地区で、 「ガス吸引処理方式」 「揚水ばっき処理方式」 「活

性炭吸着処理方式」などによる浄化装置を用いた地下水浄化が実施されている。対策実施後、地下水濃度は急

激に減少しているが、なお環境基準を大きく超過している。このほか、東野地区では平成3年度からガソリン

汚染浄化対策を行っている。

②　水質汚濁規制

水質汚濁防止法などの法令で規制されている特定事業場にw入調査をし、排水の検査を行っている。排水基

準を超過しているときは、改善命令等を行っている。

(平成15年度)

法 令 名 届 H i小 甘叫

Slil)

排 水 規 制* 某 場 数 lII入検 査部 菜 場数

水 質 汚 濁 防 止 法 8 1 92

熊 本 県 地 下 水 保 全 条 例 104 M -1

③　生活排水対策

河川の汚濁原関の8割以l二が家庭からの!封舌排水であることから、台所などでできる対策の実践活動を啓

発・指導している。特に井芹川の上流域は県から生活排水対策重点地域の指定を受けており、集中的に対策

を実施している。

(4)広域的な保全対策

ア　財団法人熊本地下水基金

本市を含む1 6綱川・における広域的な地下水保全対策を推進するため、平成3年3デ=こ(財)熊本地下水基金

を設立し、水源滴養林の造成・整備に関する助成及び確保Mlびに地下水滴巷に関する助成等に取り組んでいる。平

成8年度に、水源酒巻林として阿蘇郡西原村のL吊相勺3 4 h aを取得している。
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4　ご　み　処　理

(1)概　　　要

廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき、 、陶に1 6年3月にごみ処理薬本計画(ごみ減量・リサイクル推進

基本計画)を策定した。この基本計画及び毎年定める実施計Ii昭二基づき、仝市域を対象に処理を行っている。

また、環境保全の観点から、 「ごみ減_;Jトリサイクル」を推進するため、資源物等再資源化推進事業をはじめ、

FIf生資源集団回収助成事業、生ごみ堆肥化容器購入費助成制度等を実施するとともに、総合的な環境啓発の拠点と

して、 ・、陶父9年5月に熊本市リサイクル情報プラザをオ-プンした。

さらに、蝣・成1 3年1 0月から、ごみ処理費用の公、押l=_を高めるとともに、物の長期使用を促しごみの発生を抑

制すると同時に市民サービスの向上も阿るため、大型ごみ収集を:'j揃掴l込制(有料・ J・棚J収集)に変更したo　そし

て平成1 4年8月からは不燃性大型!ごみからの金属回収を始めた.

(2)収集及び処理量

ア　収　集　量　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位　t)

年 度

区 分
ll 1 2 lti 「l l 5

普

北 部

ク リ一一ンセ ンタ ～

(9 8 9 ) (注 l )

H i.ご6う
4 6▼1 6 -1 蝣18 , 13 2 4 6 ,よ10 8 、4 5 ,3 6-1

I'lH 郡

ク リー ンセ ン ター

(1 . 2 9 7

5 5 , 1 5 S
5 4 , 8 3 6 5 6 .5 0 7 b o , 10こ1 5 3 ,6 9 8

東 部

ク リー ンセ ンタ ー

(1 , 3 2 2 )

5 0ー7 58
5 0 , 5 2 6 5 2 .2 6 6 5 0 , 8 3 1 5 1 ,6 60

連 台 寺

ク リー ンセ ン ター.I

( 2 , 3 7 9 )

卜蝣1, 5 30
1 -1. 9 0 1 13 ,7 2 2 llト 日 6 蝣1,-10 6

七 iK
(ー16 7 )

2 0 , 7 9 6
IZ l t 5 7 6 26 . 19 5 2 3 , 0 93 2 3 . 1 77

許 サf 業 者
2. 20 6

9 8 , 9 34
9 9 , 4 5 8 9 8 ,5 5 3 10 1, 39 8 9 0 .6 38

自 己 搬 入
(1 7 . 5 3 0 )

5 8 , 3 7 6
蝣16 . 3 0 7 3 8 ,2 2 3 3 9 , 58 5 蝣19 , 5 0 ー

n f
( 2 6 ,ー9 2 )

3 -l l, 8 1 7
3 :i:i, 7 6 8 3 3 3 , 5 9 8 3 2 0 , 3 3 8 :-:is . i n

1 [.「 平 均 排 出 享.読
(7 2

n う
4 1 1 9 14 8 7 8 8 7 2

1 人 1 日 当た り排 !:B 韻 ( g )
十川 の

.4 3 6

1▼10 1 1, 3 9 4 1▼3 3 1 , 3 2 1

(汁1) (　)は台風ごみの軒ぐあり、て?蝣成11m空の収塊He/)内数である。

イ　処　理　量
(単位　t)

年 度

K <1

l l 12 1 3 「1 15

総 損 H lド均 総 をit E日蝣'蝣f-l 総;fiv E日 !lP均 総 M 均 総 端 E日 り,;}

焼

却

ffi ill!見 % L 1 二場 107 , 1 09 2 9 3 1 2S . 22 0 35 1 1 28 ▼6-1 ! 3 5 2 12 6 ,0 37 34 5 12 0 ,8 9 6 3 3 1

火 部 環 境 ..二I二場 1 72 , o l 7 4 7 3 15 3 . 77 2 1 2 1 1 ;>3 ▼00 2 14 19 lo o . 1la 4 27 16 0 ,9 9 1 =H l

哩 ..リー 35 , 2 7 2 9 7 2 5 . 39 7 T 0 11 77 1LL , ii 6 2 卜1, 20 6 3 9 l7 ▼0 8 5 lt7

,1} 汽 源 化 29 , 9 23 ～tご 2 6 . 37 9 7 2 2Eー▼lS l 、い 2 4 ▼3 8 0 6 7 19 .4 6 9 う+i

.,!蝣 34 4 . 8 1 7 q lう 3 3 3 . 76 S 9 1 ! 33 3 . 59 8 や「ー 32 0 .3 3 8 87 8 3 18 .-日 L1 S 7 2
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(3)廃棄物処理手数料

種 別 取 扱 区 分 単 位 金 嶺

.一.一 般

廃棄物

焼却 又は埋立てのみ7ラうとき
H e】の持込3.iH 0kg

につき
200 円

第 9条に規定する大型 ごみを排

a .1.場所か ら収集 し、運搬 し、及

び処分を行 うとき

1品 f引こつ き
並..駁、容梢、処 理の伯与酎当三等を勘案 し、

900円以内で品 l判 りに規則で定める額

(4)保有車両と人員　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(平16. 4.慨蘭

彰文所名

ILnl;二' 夕哩セン
ー
ノ

i!hki;""i一二　t:一　夕・-

東部クリーンセンター

連台寺クリ-ンセンター

東　部　環　境　工　場

ノ1ッカー
その他、T沖両　rJL　トー4f-耳

西部環境工場i i

楓mMfM3宅^m

ド Sufiニ祁

ンバククー1

_¥ '/・蝪-こL・l

ショベル　　3

予I'li　車　I'l'車:;1
技術吏員
作til

5育　　　28人　　　　32人
-　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　--・▼・▼・　--

3　　　　　28　　　　　　30

1　　　　二;蝣>　　　　　　　_ (
l

:l KM「　　--''I
-1　　　-I　　　　　　　　ト-

l

訂~ 1義Iti? >高 3　　　　　　30

(汰)役付職a (ア<i-を除く。 ) . `Lj‡携職は含まない。

( 5)資源物等再資源化推進事業

日　　　　的　市民の自主的な有価物回収運動を促進し、さらに資源物等の再資源化を積極的に推進する

ことにより、ごみの減量、リサイクルの推進、埋立地の延命、市民のリサイクル意識の向

上を図る

収　集　Eq　数　r資源物」 「ペットボトルJ収集口、毎月2回　　「紙」収集日、毎週水曜日

住民搬出方法　透明ごみ袋に入れ、収集日の午前8時3 0分までに、町内のごみステーションへ搬fiJする

収　集　品　B　空ぴん、空缶、ペットボトル、新聞紙、雑誌、段ボ-ル、 s着、なべ類、自転東など

(単位　t)
L、一、.、、.、、、.一、 、.、、..、.一 年 度

区 分 ..、、一、 、、 、、
l l l 2

l
1 3

ら 「l 1 5

収 鎌 . 立!E 3 0 , -ー2 0 3 0 , 4 3 2 = 3 、1 , 3 9 7 2 9 . 3 5 2 2 4 , 4 0 -1

再 改 源 化 韮 2 5 , 7 3 7 2 6 , 0 3 6 2 8 , 3 1 4 2 3 , 8 3 7
l

1 9 , 5 4 8

委 託 料 ( 千 円 3 4 6 , 2 7 7 3 4 5 , 9 9 9 3 4 5 , 0 0 9
-

3 5 1 , -1ご= 3 5 9 , 6 4 1

(注) I.委託料は、 [吏川又経費と選別経升の合算額から売却代金を差し引いた額を基礎として算定した額

2.収集ffi一再鄭酎ヒ-l還-選別残淡

(6)リサイクルの推進

今日の人_;舶i.M、大_追消費、大_:)を廃棄の社会システムを兄由二し、資源の再使用・ Jl仲仕円を進め、新たな資

源の投入をできるだけ抑えるようなリサイクル社会を形成することが必要である。
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ア　再生資源集団回収助成事業

再生資源回収活動を活性化するため、自治会、千ども会などの住民用体に対して、 [坤反した再生資源の量に応

じて1 kgあたり4円～6円の助成を行っている。

(平成1 5年実績)

登録団体　　630柑体　　　　　囲体当たりの平均助成叡　30,678円("L当n切: 1H-6月分)

33,662円(卜判別: 7月～12月分)

助成総額　　3(上545千円

イ　生ごみ堆肥化容器、電気式生ごみ処理機購入費助成

家庭から排出される生ごみ減,鋸ヒとリサイクルを促進するため、購入者に対して、助成を行っている。

[生ごみ堆肥化容器]

・購入代金の2分の1 (1基当たり3千円を上限)

・ 1世帯2基まで

(平成1 5年度実績)

助成対象件数　　　　2 32件

助成対象基数　　　　3 64基

11加IE is糾 58 l千凹

[電気式生ごみ処理機〕

・購入代金の2分の1 (U▲⊆当たり20千円を上限)

・ 1世帯1基まで

(平成1 5年度実績)

助成対象件数　　　　3 52件

助成対象基数　　　　3 5 2基

助成総額 7,01 1千円

ウ　リサイクル啓発施設

リサイクルに関する情報やリサイクル隅動の拠点を提供すること等によりリサイクルやごみ減量化を推進する

ことを目的として、平成9年5月30日に熊本市リサイクル情報プラザを設置した。

熊本市リサイクル情報プラザ

所　　在　　地　　　戸島町2570番地(東部環境工場内)

那　招　1Hl

延　床　面　械

w

内　　　　　容

SB簡

I,175m

RC造2F (旧史郎環境l二場管理機を杓利用)

リサイクル展示(リサイクルのfR状や熊本市のごみ間越などを紹介)

不用品の脱/lJミ、提供

リサイクル体験(紙すき、廃油IlIけん、ポカシ)

リサイクル講座の間催

IHHffl弓m

リサイ'J M;'i潮川a/iミ
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(7)焼却施設

都市ごみは、ライフスタイルの変化等とともに多様化、増加しつつあるなか、 E舶n6 1年に竣二l二した巨細;

環境工場(450 t/口)と平成6^3月に完成した東部環境1二場(600 t/[.i) 、両T二場合計処理能力1,

0 5 0 1/日で可燃ごみの全量焼却体制を維持している。

また、東部、西部両環境工場は、ごみ焼却余熱を利用して発電を行う発電所であり、合計1 3, 500kw

の発電能力を持ち、場内及び市関連施設に電力を供給し、余剰の電力は電力会社に売却している。

さらに、余熱の用途として、西部環境丁場は周辺農業用ハウスに加温用温水を供給し、東部環境丁二場は健康

増進と地域のふれあいの施設「三11用;」に浴場用温水を供給している。

施設の維持管理面では、西部環境1二場は、二l二場設備の長期使用対策と排ガス中のダイオキシン類対策のため

平成9年度から平成1 1年度にかけて基幹的施設整備を行い、東部環境工場は、法令の新たな規制に対する適

合を図るため平成1 2 - 1 3年度で集塵灰無害化処埋ーnl二事を実施した。

ア　施設の状況

イ　余熱利用

(》東部環境」二場

日　　　的

発電設備

(健康増進施設)

名　　　称

所　在　地

経営主体

開設年月日

iw^^m貴

・I]セ地ifii柚

it l`,)面h.i

建　設　Vi

東都環境工場の余熱を利用し、同工場に憐接する健康増進施設「三山荘」の入浴設備に温水を供

給し、地元住民をはじめ広く市民の健康保持と福祉の増進に資する。また、発電を行い、場内及

び隣接施設の電力を賄うほか、電力会社へ余剰電力を供給するなど、余熱の高度利用を図る。

油気復水蒸気タービンによる発電設備:発電機定格出力1 0,500kw

三山荘

戸島町2573番地

熊本市(管理運営は戸島地域環境保全協議会に委託)

平成2年10月16日

鉄筋コンクリ-ト-ト鉄骨遺、和風瓦茸平家建

6,769m

992.63m (浴息大広間、トレ-二ング室、和室(茶室含む主会議室、リラックスルーム)

39 1,200丁一円
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定ft大広間80人、浴室男子・女子用各3()人、会議室3()人、和室(茶室含む)20人

使用料大人(高校生以上)300円ただし、地元町内会に所属している者は無料

小人Of学生以下)無料

②西部環境二1二場

日的西部環境工場の余熱を利用して発1宅を行いLll二場内のI,・旨力を賄う。また--・部でハウス園芸施設へ

の温水を供給する

発電設備復水式蒸気タービン、発電機定格出力3,000kw

(ハウス園芸施設への温水供給)

利用者西部環境コ二場温水利用温室組合、小島_l二町花き用地

施設面項(慮地面械)約19,000m

加温方式温水フインチューーブ方式(60℃～80℃)

栽培品目なす、花き類

温室内容アクリル温室、ガラスyEEl
urn.塞

(8)最終処分場

名称扇田環境センター

扇口膿境センタ一一は、昭和59年に供用を開始した最終処分場が、平成15年3月までに埋立残余

Hiがなくなると予想されたことから、-、陶支11年から隣接地に新しい最終処分場の建設を行ない、I--

期工事分として埋立容量605,000:正分を平成15年3月に完成させ、同6月から使用を開始し

たO

新処分場は、「分な埋立容韻を確保するためのコンクリ-卜重力式貯留堰堤、汚水を地下に浸透さ

せない2:範の遮水設備、浸m水の副空処理を行う排水処理施設、「分な貯留虫をもつ防災調整池等を

備えているo坤立方法は、履土によるお机-1セルとサンドイッチ処哩を併用した埋立工法とし、埋立地

の安定化、周辺環境を配慮しているO削'J水は排水処理施設で高度処理を行った後、市下水道に放流

する。

これまで使用した滋終処分場(旧処分場)は、ある程度の残余があるため、環境T_場の焼却灰、

飛灰処埋物のみに限って埋め)/.てを継続する予定である。

所在地熊本市費町1567番地

総敷地面積235,700m

埋立面積約0,000n了

(旧処分場91,000m)

埋立容量約l,500,()0()ilf(・一期工事分605,000iif)

用l処分場1,580,000m')

^'')間¥i:h、臣itI「LiI)

(旧処分場昭和59年4月)

I.-¥i期間平成11'・日日1-、r-'jし15年:蝣!n
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5　し　尿　処　理

(1)概　　　要

本市のし尿収集(梗概くみ取りと単独処理浄化f酎!'捕Dは全市域を小学校l末毎に地[封旨定し、全て許可業者

(6社1協業組合、廟ilj30台)が行っている。梗槽は各戸毎にH 1回以上くみ取りしており、浄化槽は月1

回の保守点検と年目可以上の清掃を行うよう指導している。なお、下水道整備により影響を受けるし尿処理業

者に対して、 I.勘或1 0年度から5カ年問にわたる第-一次合埋化事業を実施し、平成15年度から引き続き第二次

合埋化事業を開始した。

Ijj、公共用水域の水質保全の・一一環として公共下水道認可区域外における小型合併処理浄化胤設置者に対し

て補助金を交付し普及促進を図っている。

収集したくみ取りし尿と浄化槽汚泥は市の処埋施設で適正に処哩をしている。

(2)処理対象人口と収集量

(注)総人口は10月川現在の推計人目

(3)処　　理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位　kl)
I .、、.、ーL 年 度

、、、、
!< ・'ナ

一
一 l l

l

1 2 I :i

-

l Lt 1 5

秋 津 浄 化 セ ン タ I l ご1 7 . 5 9 5 . 8 蝣1 5 , 5 9 6 . 0 蝣1 2 . 6 1 3 . 1 1̀ 0 . 8 3 6 . 2 3 3 , 1 2 3 . 1

中 部 浄 化 セ ン タ I 4 3 , 8 5 9 . 8 .ノ1 3 , 5 3 6 . 8 蝣1 1 , 3 4 1 . 2 4 3 , 3 3 0 . 0 4 6 , 5 1 5 . 0

r
辛 9 1 , -1 5 5 . 6 9 , 1 3 2 . 8

「 - - 、+++チ+++
8 3 , 9 5 7 . 3 8 1 , 1 6 6 . 2 7 9 , 6 3 8 . 4

(4)料　　　金
人頭制料金　月1回収集のとき 1人につき367.50PI (消費税込)

人頭制加算料金　月2回以上のときで月1回分に加算一一1人1回につき183.75PI ( ′′ )

従呈I圭制料金　簡易水洗便槽や事業所便槽のとき-　1リットルにつき8.40円( ′′ )

仮設トイレ料金　収集率派遣10につき-・・・-　　　　-2,1O OP】 ( ′′ )

lリットルにつき8.40円(　′′　)

(5)処理施設
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(6)浄化槽の設置基数累計

( 7 )小型合併処理浄化槽設置事業補助金

勺 "」

i' '

l l 12 1 3

-

「ー 15

補 助 対 象 端 数 ( 追 ) 6 - 川 $
-

2 T l 1 7 1 22 9

補 助 対 象 人 槻 (人 柵 ) 1 , 0 -l l . 2 8 1 1 , 8 3 9 1 , 1 1 6 1 ,4 6 6

補 助 金 の 額 (千 円 ) 8 , 9 9 I 7 9 , 9 5 9 1 11 , 90 9 68 , 7 5 -1 9 1, 0 -l l

(8)美粧化公衆トイレの維持管理

周辺景観にマッチした明るくさわやかな公衆トイレづくりを廿指して、昭和6 3年度から美粧化公衆トイレ

の整備を進めた。美粧化トイレの建設は1射iJi管課が担当し、維持管埋は1 6カ所を一元化して浄化対策課が行っ

ており、利用する市民の好評を得ているところである。

名　　　　　　称

本　妙　寺　手　洗　所

I'll　柑　門　T一　純　所

上　江　津　湖　畔ト　イ　レ

一一　i'i M　-F　札　所

ill; &　tォこ　T-.札　所

花畑　パ　ークト　イ　レ

立l土日j欄己水池前手洗所

什　　　　　　　　　　　Mi

/U菜水谷バークトイレ

白　川　パ　-ク　ト　イ　レ

*n- ';し・='甲.二_t lも】手洗..If

学　問　通　り　ト　イ　レ

平　島　パ　ークト　イ　レ

-,'; K　判・謁　T-　洗I'1!

金峰山さるすへり公衆トイレ

金　峰　Lll頂　Lト　イ　レ

rti　　　　　在　　　　　仙

(tlsSII I'l lI I- HI!!"/＼二　LI;'.'* 、.J潮:,いL;帖1

新町17119-1 (高腰門踏切繊)

神水本町16-n (a;津棚)

1'一飼本町2-8 (一夜塘公園内

絶間弓削lTァ3-1 (武蔵塚公閣内)

花畑町6 (花畑公抵】内)

.!,もも髪IIT口7-12 (水道斤踊己水池前)

.ftも髪・1TS610 (ti.B的然公洲・泰勝寺跡)

AK水/谷1日_寸7 (八号iと水谷公憤I!*])

草菜町5-1 (白川公陳=勾)

竣_r二H:-H

、主サi;. :i

>y-元. 3

観光物産課

浄化対策課

、Ill一元. 3 :公l剖管埋諜

平元　3　　　　J′

平元. 9　　　　　′/

・E元. 10　　　　　′′

・2.　　i　浄化対策課

、y-2.　　　　公lE管埋課

平3　　3　　　　　′′

''-3.　3　　　　　　〝

松脚】T平山415-28 (岩戸のSi公慨別三蒋場)　　　平3.　3　　熊　本リft

大iI2TH1 (渡鹿交M.6繊)

Y-JL.,'Jll I　バ絹Tjl潤V

-㌧u,W L |i, h,川/:'W二.さL仙'、い

河内町岳

沖白人3町岳1881

・、I'- 5.

f:>　!I

、1'-5.

c'iMLと寸*.;?!

公随!管埋課

熊本城総合`E指摘所

、I--6.　3　　観光物産課

、ドS. 10 fit U V,[
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6　環境総合研究所

(1)概　　　要

昭和4 7年2月、公害その他衛生上の試験検査を行う目的で、熊本保健所内に衛生試験所として発足した。昭和

5 6年1月、社会情勢の変化に伴う衛生士の試験検査、調査研究の高度・稜雑化に対応するため、独立した施設を

建設、従来の環境科学部門に係る試験検束体制の充実をはかるとともに、新たに衛生化学部[=】l上　紬菊微生物部門を

増設し、保健衛生研究所と名称を改め総合試験研究施設として発足した。 Itl蝣'-fi文7年4月1日、機構改。酌こより地ド

水、企画情報部門を増設して組織名を環境総合研究所と改め、同年6月研究機能と学習機能が1-1本となった新しい

形態の総合研究施設として建設された環境総合センターに移転した。

所在地　　軸図町大字所島404番地1

構　　造　　鉄筋コンクリート3階建

敷地面積　　7,033m

建物面積　　本体3,999m

竣　　工　　平成7年5月29日

建設室を　　2,655,830千円

人　　員　　22人

業務内容　　環境基本法、食品衛生法、環境衛生関係法等に基づく理化学試験、細菌ウイルス等微生物学的検査

および調査研究並びに環境総合センターの管理

(2)業務実績

環境科学関係業務
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地下水関係業務

、一.、l、.、
..、、叫.I.、、.1 年 度 1 3 「i 15

調 S E 分
、

項 】数 検 体 数 項 目 数 検 体 数 項 E…三】数W '/:

行

政

'& }革 監 視 ..'':I ft 1川 5 , 0 6 2 1 2 3 … 4 , 9 7 6 ー'J O 1 ,9 73

汚 染 防 止 関 係 調 査 3 1 2 9 3 6 2 2 … 6 6 l 0 0

l 浄 化 促 進 M 菜 8 1 ▼5 2 9 9 2 2, 0 2 6 12 3 2 ,5 26

班

験

l 地 下水 T fモニ タ リン グ 8 8 . 9 M I & 3 3 , 0 1 1 l 二Li∵ 4 ,6 8 0

… そ の 他 2 7 9 2 6 1 25 8 9 6 ir S Tう

- 小 封 6 2 7 9 , 5サ& 蝣15 1 10 . 3 3 7 6 0 6 … 1 2 ,…

一般俵 紙 l 有 機 塩 素 系 化 合 物 .芸ffi 0 0 () 0 0 l
l 0

合 計 6 2 7 9 , 5 5 5 4 5 l 10 .3 3 7 6仙 1 2 ,5 5-1

衛生化学関係業務

微生物関係業務

環境学習業務
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